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適切な勤務時間の把握

時間外勤務の要因の整理・分析・検証

時間外勤務の上限規制制度



地方公共団体における
時間外勤務縮減に向けた要因の整理・分析・検証等に関する事例集

要因の整理・分析・検証の進め方
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神奈川県横浜市

目標：超過勤務について、月80時間超・年720時間超の職員数をゼロに

取組経緯

取組内容

（職員数：46,130人（令和4年4月1日時点)）
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１. 神奈川県横浜市

取組内容

システムの積極的活用と意識促進
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１. 神奈川県横浜市

取組内容

T：手続き・命令の適正化

K：協力体制の構築・チームワークの発揮

G：業務の見直し・効率化
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東京都練馬区

基本指針の目標：全職員が超過勤務月45時間以下、年360時間以下となること

システムの積極的な活用による超過勤務の見える化

取組経緯

取組内容

２
（職員数：4,418人（令和4年4月1日時点)）
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取組内容

毎月の「縮減通知」の送付

事前届出・事後検証報告書の1ペーパー化（次頁の様式参照）

２. 東京都練馬区
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２. 東京都練馬区
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取組経緯

取組内容

3 愛知県豊橋市
（職員数：3,828人（令和4年4月1日時点)）
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登録型応援制度とは

 各所属の
所属長、労働組合の承認を経て

 終業前に、終礼

 「働き方改革実践マニュアル」

 
「わくわく」に依頼する、「登録型応援

制度」を活用して業務を平準化

 
「長時間勤務防止対策報告書」の作成・

提出 人事課「ヒアリング」

時間外縮減PDCAサイクル

登録型応援制度の仕組み

応援した職員の反応は？？

３. 愛知県豊橋市

取組内容
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長時間勤務防止対策報告書サンプル

３. 愛知県豊橋市

取組内容



地方公共団体における
時間外勤務縮減に向けた要因の整理・分析・検証等に関する事例集

取組経緯

取組内容

所属職員の時間外勤務の見える化

管理職の時間外勤務状況の把握

表計算ソフトの機能やシステムの活用

神奈川県座間市４
（職員数：820人（令和4年4月1日時点)）
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４. 神奈川県座間市

毎月の要因の整理・分析・検証

副市長・総務部長による確認

紙媒体による職員課への提出
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取組経緯

取組内容

富山県南砺市５
（職員数：1,003人（令和4年4月1日時点)）

市全体の時間外勤務の状況（イメージ）

直近３か月において超過在席時間が長時間にわたる職員の状況（イメージ）
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取組内容

５. 富山県南砺市

RPAを活用した「見える化」作業の効率化

部レベル・課レベルでの超過在席時間の推移（イメージ）

個人別の超過在席時間の推移（イメージ）
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福岡県うきは市

取組経緯

取組内容

６

勤怠管理システムからの抽出で短時間でシート作成

（職員数：236人（令和4年4月1日時点)）

時間外勤務マネジメントシート（イメージ）
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６. 福岡県うきは市

取組内容

毎月継続して行うことで、職員の時間意識が高まり時間外勤務が減ってきている。

市全体で時間外勤務状況を共有することで、円滑に応援体制を組むことが可能に。
また、管理者間で時間外勤務縮減のアイデアについて情報交換が行われるなど、
マネジメント意識醸成にも寄与している。

改善策を話し合う


